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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第２区分
【発行日】平成21年11月5日(2009.11.5)

【公表番号】特表2009-507835(P2009-507835A)
【公表日】平成21年2月26日(2009.2.26)
【年通号数】公開・登録公報2009-008
【出願番号】特願2008-530022(P2008-530022)
【国際特許分類】
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   Ａ６１Ｋ  39/395    (2006.01)
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【手続補正書】
【提出日】平成21年9月11日(2009.9.11)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ニューリチン陰性調節性Ｔ細胞を含む、自己免疫疾患を処置するための組成物。
【請求項２】
　ニューリチンをコードする核酸分子またはその機能的フラグメントによって形質導入さ
れたＣＤ４＋Ｔ細胞を含む、自己免疫疾患を処置するための組成物。
【請求項３】
　ニューリチンのアンタゴニストを含む、自己免疫疾患を処置するための組成物。
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【請求項４】
　少なくとも一つのさらなる治療剤をさらに含む、請求項１～３のいずれかに記載の組成
物。
【請求項５】
　ニューリチン陽性ＣＤ４＋調節性Ｔ細胞を含むリンパ球インフュージョンを含む、癌を
処置するための組成物。
【請求項６】
　ニューリチンを過剰発現する腫瘍特異的Ｔ細胞を含む、癌を処置するための組成物。
【請求項７】
　可溶性ニューリチンまたはその機能的フラグメントを含む、癌を処置するための組成物
。
【請求項８】
　可溶性ニューリチンまたはその機能的フラグメントが、ヒトニューリチン／Ｉｇキメラ
融合タンパク質である、請求項７に記載の組成物。
【請求項９】
　少なくとも一つのさらなる治療剤をさらに含む、請求項５～８のいずれかに記載の組成
物。
【請求項１０】
　可溶性ニューリチンまたはその機能的フラグメントを含む、感染症を処置するための組
成物。
【請求項１１】
　可溶性ニューリチンまたはその機能的フラグメントが、ヒトニューリチン／Ｉｇキメラ
融合タンパク質である、請求項１０に記載の組成物。
【請求項１２】
　少なくとも一つのさらなる治療剤をさらに含む、請求項１０または１１に記載の組成物
。
【請求項１３】
　感染症が慢性ウイルス感染症である、請求項１０～１２のいずれかに記載の組成物。
【請求項１４】
　アンタゴニスト抗ニューリチン抗体を含む、リンパ球生着を増強するための組成物。
【請求項１５】
　ニューリチンアンタゴニストを含む抗原特異的調節性Ｔ細胞の持続性を延長するための
組成物であって、前記アンタゴニストがニューリチンの免疫調節効果を阻害する、前記組
成物。
【請求項１６】
　アンタゴニストが抗体である、請求項１５に記載の組成物。
【請求項１７】
　ニューリチンに特異的に結合する抗体であって、インビボで抗原特異的Ｔ細胞の寿命を
延長する、前記抗体。
【請求項１８】
　自己免疫疾患の処置に使用する、請求項１５または１６に記載の組成物。
【請求項１９】
　移植片対宿主病の処置に使用する、請求項１５または１６に記載の組成物。
【請求項２０】
　抗原特異的調節性Ｔ細胞の欠失を予防するための組成物であって、ニューリチンアンタ
ゴニストを含み、前記アンタゴニストがニューリチンの免疫調節効果を阻害する、前記組
成物。
【請求項２１】
　アンタゴニストが、抗体、ＲＮＡアプタマー、ｓｉＲＮＡ分子、ｓｈＲＮＡ分子および
ニューリチンのフラグメントからなる群より選択される、請求項２０に記載の組成物。
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【請求項２２】
　ニューリチンに特異的に結合する抗体であって、個体においてインビボで抗原特異的調
節性Ｔ細胞の欠失を予防する、前記抗体。
【請求項２３】
　自己免疫疾患の処置に使用する、請求項２０または２１に記載の組成物。
【請求項２４】
　移植片対宿主病の処置に使用する、請求項２０または２１に記載の組成物。
【請求項２５】
　抗原特異的調節性Ｔ細胞の量を減少させるための組成物であって、可溶性ニューリチン
融合タンパク質を含み、ここで前記抗原特異的調節性Ｔ細胞はＣＤ４＋ＣＤ２５＋Ｔ細胞
である、前記組成物。
【請求項２６】
　ニューリチン融合タンパク質がヒトまたはマウスニューリチンＩｇキメラ分子である、
請求項２５に記載の組成物。
【請求項２７】
　アネルギー化されたＴ細胞の量を減少させるための組成物であって、可溶性ニューリチ
ン融合タンパク質を含む、前記組成物。
【請求項２８】
　ニューリチン融合タンパク質がヒトまたはマウスニューリチンＩｇキメラ分子である、
請求項２７に記載の組成物。
【請求項２９】
　抗原特異的調節性Ｔ細胞が腫瘍関連抗原に指向されている、請求項２５～２８のいずれ
かに記載の組成物。
【請求項３０】
　癌を処置するための組成物であって、可溶性ニューリチン融合タンパク質を含み、ニュ
ーリチン融合タンパク質がヒトニューリチンＩｇキメラ分子である、前記組成物。
【請求項３１】
　ワクチンの効力を増大させるための組成物であって、可溶性ニューリチンを含み、前記
ワクチンが腫瘍ワクチンである、前記組成物。
【請求項３２】
　ワクチンの効力を増大させるための組成物であって、可溶性ニューリチンを含み、前記
ワクチンが、感染性疾患を予防するために設計されたワクチンである、前記組成物。
【請求項３３】
　ニューリチンアンタゴニストを含む、移植片対宿主病を処置するための組成物。
【請求項３４】
　ニューリチンアンタゴニストを含む、骨髄移植の後のリンパ球生着を増強するための組
成物。
【請求項３５】
　ニューリチンアンタゴニストを含む、免疫応答を調節または処置するための組成物。
【請求項３６】
　ニューリチンに特異的に結合する単離された抗体またはそのフラグメントであって、ヒ
ト調節性Ｔ細胞に結合する、前記抗体。
【請求項３７】
　アンタゴニスト抗体である、請求項３６に記載の抗体。
【請求項３８】
　アゴニスト抗体である、請求項３６に記載の抗体。
【請求項３９】
　モノクローナル抗体である、請求項３６に記載の抗体。
【請求項４０】
　モノクローナル抗体が１Ｄ６および１Ａ９からなる群より選択される、請求項３９に記
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載の抗体。
【請求項４１】
　キメラ抗体である、請求項３６に記載の抗体。
【請求項４２】
　ヒト抗体またはヒト化抗体である、請求項３６に記載の抗体。
【請求項４３】
　請求項３６～４２のいずれかに記載の抗体とキャリアとを含む組成物。
【請求項４４】
　請求項３６～４２のいずれかに記載の抗体と薬学的に受容可能なキャリアとを含む医薬
組成物。
【請求項４５】
　ヒトニューリチン／Ｉｇキメラ融合タンパク質。
【請求項４６】
　マウスニューリチン／Ｉｇキメラ融合タンパク質。
【請求項４７】
　ヒト調節性Ｔ細胞を阻害する、ヒトニューリチンのペプチドフラグメント。
【請求項４８】
　ヒト調節性Ｔ細胞を活性化する、ヒトニューリチンのペプチドフラグメント。
【請求項４９】
　ヒトまたはマウスニューリチンに指向されたＲＮＡアプタマー。
【請求項５０】
　ヒト調節性Ｔ細胞の活性を特異的に阻害する、請求項４９に記載のＲＮＡアプタマー。
【請求項５１】
　ヒト調節性Ｔ細胞の活性を特異的に増大させる、請求項４９に記載のＲＮＡアプタマー
。
【請求項５２】
　ニューリチンをコードする核酸分子に特異的に結合するｓｉＲＮＡ分子。
【請求項５３】
　ニューリチンをコードする核酸分子に特異的に結合するｓｈＲＮＡ分子。
【請求項５４】
　ニューリチンまたはその機能的フラグメントをコードする核酸分子を含むウイルスベク
ターであって、免疫細胞にトランスフェクションすることができる、前記ベクター。
【請求項５５】
　レトロウイルスベクターまたはアデノウイルスベクターである、請求項５４に記載のウ
イルスベクター。
【請求項５６】
　免疫細胞がＴ細胞である、請求項５４に記載のウイルスベクター。
【請求項５７】
　Ｔ細胞がＣＤ４＋Ｔ細胞である、請求項５６に記載のベクター。
【請求項５８】
　ＣＤ４＋Ｔ細胞が調節性Ｔ細胞である、請求項５７に記載のベクター。
【請求項５９】
　請求項３６～４２のいずれかに記載の抗体をコードするポリヌクレオチド。
【請求項６０】
　請求項５９に記載のポリヌクレオチドを含むベクター。
【請求項６１】
　発現ベクターである、請求項６０に記載のベクター。
【請求項６２】
　請求項６０または６１に記載のベクターを含む宿主細胞。
【請求項６３】
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　請求項４５に記載のニューリチン／Ｉｇキメラ融合タンパク質をコードするポリヌクレ
オチド。
【請求項６４】
　請求項４６に記載のニューリチン／Ｉｇキメラ融合タンパク質をコードするポリヌクレ
オチド。
【請求項６５】
　請求項６３に記載のポリペプチドを含むベクター。
【請求項６６】
　請求項６４に記載のポリヌクレオチドを含むベクター。
【請求項６７】
　発現ベクターである、請求項６５に記載のベクター。
【請求項６８】
　発現ベクターである、請求項６６に記載のベクター。
【請求項６９】
　請求項６７に記載のベクターを含む宿主細胞。
【請求項７０】
　請求項６８に記載のベクターを含む宿主細胞。
【請求項７１】
　請求項４７に記載のヒトニューリチンのペプチドフラグメントをコードするポリヌクレ
オチド。
【請求項７２】
　請求項４８に記載のヒトニューリチンのペプチドフラグメントをコードするポリヌクレ
オチド。
【請求項７３】
　請求項７１に記載のポリヌクレオチドを含むベクター。
【請求項７４】
　請求項７２に記載のポリヌクレオチドを含むベクター。
【請求項７５】
　発現ベクターである、請求項７３に記載のベクター。
【請求項７６】
　発現ベクターである、請求項７４に記載のベクター。
【請求項７７】
　請求項７５に記載のベクターを含む宿主細胞。
【請求項７８】
　請求項７６に記載のベクターを含む宿主細胞。
【請求項７９】
　ニューリチンアンタゴニストを含む、炎症状態を処置するための組成物。
【請求項８０】
　炎症状態が心臓に位置する、請求項７９に記載の組成物。
【請求項８１】
　ニューリチンアンタゴニストを含む、移植された器官の拒絶を予防するための組成物で
あって、前記アンタゴニストがニューリチンの免疫調節効果を阻害する、前記組成物。
【請求項８２】
　アンタゴニストが、抗体、ペプチド、または小分子である、請求項８１に記載の組成物
。
【請求項８３】
　ＣＤ４＋Ｔ細胞がニューリチンを発現しない、コンディショナルニューリチンノックア
ウトマウス。
【請求項８４】
　ＣＤ４＋ＣＤ８－Ｔ細胞およびＣＤ４－ＣＤ８＋Ｔ細胞がニューリチンを過剰発現する
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、トランスジェニックマウス。
【請求項８５】
　ニューリチンの免疫調節活性を調節する薬剤についてのインビトロでのスクリーニング
方法であって：
ＣＤ４＋Ｔ細胞（ここで、該ＣＤ４＋Ｔ細胞は、ニューリチンをコードするレトロウイル
スベクターを含み、かつＧＦＰを有する）を、抗原でパルスされた骨髄由来樹状細胞と共
培養すること；
産生されたＩＬ－２産生を測定すること；および
産生されたＩＬ－２の量をコントロールと比較すること
を含む、前記スクリーニング方法。
【請求項８６】
　コントロールが、試験剤の不在下において培養されたＣＤ４＋Ｔ細胞を含む、請求項８
５に記載の方法。
【請求項８７】
　ＩＬ－２産生の増加が、試験剤がニューリチンの免疫調節活性を阻害することを示す、
請求項８５または８６に記載の方法。
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